
人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

建替えに備えて政策空家にしているため入居率が低下している

　・　□負担は求められない 　・　□負担は求められない

　□ある　・　■ほとんどない 　□ある　・　■ほとんどない

③類似施設との統合の可能性はあるか？ ③類似施設との統合の可能性はあるか？

　■可能　・　□不可能 　■可能　・　□不可能

④管理運営コストの削減の余地はあるか？ ④管理運営コストの削減の余地はあるか？

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

　■順調である　・　□順調でない 　■順調である　・　□順調でない

②受益者負担は適正か？ ②受益者負担は適正か？

　■適正である　・　□見直しの余地あり 　■適正である　・　□見直しの余地あり

③廃止した場合の市民生活への影響は？ ③廃止した場合の市民生活への影響は？

　■大きい　・　□それほどでない 　■大きい　・　□それほどでない

妥
当
性
評
価
の
根
拠

①施設のニーズは薄れていないか？

　□薄れている　・　■薄れいない 　□薄れている　・　■薄れいない

②そもそも市が設置・運営すべき施設か？

　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない８月 ９月７月４月 合計１０月

稼動実績 施設名： 市営住宅　渡瀬・土師神根団地
妥
当
性
評
価
の
根
拠

①施設のニーズは薄れていないか？
稼動実績 施設名： 市営住宅　大内団地

②そもそも市が設置・運営すべき施設か？

1,514 人

受益者負担率 50.4% 53.0% 44.2% ％

今後5年間に必要となる大規模改修費

年間利用者数

3,349 3,452 4,723 円

1,613 1,578

5,447 7,151 千円

C
指定管理者の利用料金収入等 千円

千円 　予測できない。

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

一般財源 5,402

5,490 6,150 5,662 千円 毎年経常的に必要な修繕費

耐用年数 45 年 その他

11,597 12,813 千円
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

修繕・大規模改修（今後5年間）

建設年月日 昭和37年3月

財
源

特定財
源

使用料

772 772 772 千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 38,576 千円 合　計 10,892

千円 判定理由

財
源

補助金
等

38,575 千円 減価償却費

建物建設費 77,151 千円

目的
定住化を促進し、市民生活の
安定と市民福祉の増進に寄与
する。

その他（　　　　）

備前市大内　地内 対象

市営住宅入居者、入居条件は
当市に在住又は勤務していて
住宅に困窮している低額所得
者

維持補修費 千円

千円

正規職員 6,003 7,116

臨時職員

B
5,214

人件費

物件費

利用者1人当たりコスト（一般財源）

指定管理料

妥当性評価
※評価の根拠
は下記にあり

H25年度の状況及び管理運営の改善案 判定

6,827 人/千円 修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

所在地

項　　　　目 平成22年度実績 平成23年度実績 平成24年度実績 単位

千円

4,117 3,709

ＡＣＴＩＯＮ

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

施設名 市営住宅　大内団地 根拠法令等 備前市営住宅条例

管理戸数172戸
【内訳】
木　　　　造　　　22戸（S35年度）
簡易耐火平屋　　　24戸（S37年度）
　　　　　　　　　14戸（S38年度）
　　　　　　　　　18戸（S39年度）
　　　　　　　　　28戸（S40年度）
　　　　　　　　　30戸（S41年度）
簡易耐火２階　　　6戸（S37年度）
　　　　　　　　　6戸（S38年度）
　　　　　　　　　12戸（S39年度）
　　　　　　　　　6戸（S40年度）
　　　　　　　　　6戸（S41年度）

備前市営住宅条例施行規則による

1,462 3,353 1,857

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ

円

575 580 人

受益者負担率 83.7% 65.3% 79.3% ％

1,077

C
指定管理者の利用料金収入等 千円 今後5年間に必要となる大規模改修費

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし 利用者1人当たりコスト（一般財源）

576

842

年間利用者数

毎年経常的に必要な修繕費

耐用年数 45 年 その他 千円 　予測できない。

修繕・大規模改修（今後5年間）

建設年月日 昭和36年3月

財
源

特定財
源

使用料 4,319 3,622 4,117 千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 41,765 千円 合　計 5,161 5,550 5,194 千円
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

判定理由

財
源

補助金
等

41,765 千円 減価償却費 835 835 835 千円

千円

定住化を促進し、市民生活の
安定と市民福祉の増進に寄与
する。

その他（　　　　）

　管理戸数60戸
【内訳】
渡瀬団地
  簡易耐火平屋　14戸（S35年度）
土師神根団地
　簡易耐火２階　20戸（S47年度）
  簡易耐火２階　22戸（S48年度）
　簡易耐火２階　4戸（S52年度）

備前市営住宅条例施行規則による

人件費
正規職員

一般財源 千円1,928

建物建設費 83,530 千円

目的

施設名

1,787 千円

物件費 千円

人/千円

千円

B
所在地 備前市三石　地内 対象

市営住宅入居者、入居条件は
当市に在住又は勤務していて
住宅に困窮している低額所得
者

維持補修費 2,064 2,015

修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

臨時職員

施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

項　　　　目 平成22年度実績

2,262

判定

2,700 2,572 人/千円

平成23年度実績 平成24年度実績 単位
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

H25年度の状況及び管理運営の改善案

市営住宅　渡瀬・土師神根団
地

根拠法令等 備前市営住宅条例

事務事業

指定管理料

基本情報 施設の目的等

問合せ先
（担当課・係・職・氏名）

都市整備課　住宅政策係　係長　浅野隆之

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

02 市営住宅管理事業

備　前　市　施　設　評　価　シ　ー　ト　（　一　般　）

基本目標 01
安全で快適に暮らせるまち
づくり

基本施策 01 生活しやすいまちづくり 施策 05 住宅供給の促進

３月５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

81.7

種別 ４月

入居率 80.0 80.0 81.7 81.7

２月

80.0 80.0 80.0 80.0

１月

80.080.0

５月 ６月

入居率 88.2 88.9 88.981.7 80.6

種別 １１月 １２月合計 １月 ２月 ３月　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない

86.8 86.8 85.4 87.688.9 88.9 88.2 86.8 86.8 86.8



人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

１月 ２月 ３月 合計

100.0100.0 100.0 100.0 100.0100.0 100.0 100.0

６月 ７月

入居率 100.0 100.0 100.0 100.0100.0 100.0

１１月

100.0 100.0 100.0入居率 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

２月７月 ８月 ９月 １０月 合計３月種別 ４月 ５月 ６月 １２月 １月

備　前　市　施　設　評　価　シ　ー　ト　（　一　般　）

基本目標 01
安全で快適に暮らせるまち
づくり

基本施策 01 生活しやすいまちづくり 施策 05 住宅供給の促進

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

事務事業 02 市営住宅管理事業

指定管理料

問合せ先
（担当課・係・職・氏名）

都市整備課　住宅政策係　係長　浅野隆之

項　　　　目

市営住宅　東鶴山　　団地 根拠法令等 備前市営住宅条例

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

臨時職員

物件費

判定

353 336 人/千円
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

H25年度の状況及び管理運営の改善案

千円

平成22年度実績

296

250 162 416 千円

平成23年度実績 平成24年度実績 単位

財
源

補助金
等

2,405 千円

B
所在地 備前市鶴海　地内 対象

市営住宅入居者、入居条件は
当市に在住又は勤務していて
住宅に困窮している低額所得
者

維持補修費

判定理由

修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

563

減価償却費 48

千円

396

48 48 千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 2,405 千円 合　計 594

その他（　　　　）

　管理戸数8戸
【内訳】
  簡易耐火平屋　8戸（S42年度）

備前市営住宅条例施行規則による

人件費
正規職員

施設名

使用料

建物建設費 4,810 千円

目的 800 千円

358 340 千円建設年月日 昭和43年3月

財
源

特定財
源

定住化を促進し、市民生活の
安定と市民福祉の増進に寄与
する。

耐用年数 45 年 その他

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

毎年経常的に必要な修繕費
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

修繕・大規模改修（今後5年間）

千円 　予測できない。

460 千円

C

一般財源 198 205

指定管理者の利用料金収入等 千円 今後5年間に必要となる大規模改修費

円

人

利用者1人当たりコスト（一般財源） 2,063 2,135 4,792

年間利用者数 96 96 96

受益者負担率 66.7% 63.6% 42.5% ％

根拠法令等 備前市営住宅条例

財
源

補助金
等

項　　　　目 平成22年度実績

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

施設名 市営住宅　伊里中団地

H25年度の状況及び管理運営の改善案 判定

330 人/千円 修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

千円

判定理由

単位
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

353正規職員 296

平成23年度実績 平成24年度実績

321

指定管理料

千円
備前市伊里中　地内 対象

市営住宅入居者、入居条件は
当市に在住又は勤務していて
住宅に困窮している低額所得
者

維持補修費

管理戸数8戸
【内訳】
簡易耐火平屋　　　　8戸（S43年
度）

備前市営住宅条例施行規則による

人件費

物件費

臨時職員

3,167 1,229 5,958

18 499

建物建設費 5,017 千円

目的

利用者1人当たりコスト（一般財源）

667
定住化を促進し、市民生活の
安定と市民福祉の増進に寄与
する。

その他（　　　　）

B

2,508 千円 減価償却費

所在地

50 50 50

千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 2,509 千円 合　計

千円

修繕・大規模改修（今後5年間）

建設年月日 昭和43年3月

財
源

特定財
源

使用料

421 879 千円
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

毎年経常的に必要な修繕費

耐用年数 45 年 その他

363 303 307 千円

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

千円

572 千円

受益者負担率

　予測できない。

指定管理者の利用料金収入等 千円

一般財源 304

年間利用者数 96 96 96 人

54.4% 72.0% 34.9% ％

C
今後5年間に必要となる大規模改修費

118

円

稼動実績 施設名： 市営住宅　東鶴山　　団地
妥
当
性
評
価
の
根
拠

①施設のニーズは薄れていないか？
稼動実績 施設名： 市営住宅　伊里中団地

４月 ５月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

①施設のニーズは薄れていないか？

　□薄れている　・　■薄れいない 　□薄れている　・　■薄れいない

②そもそも市が設置・運営すべき施設か？ ②そもそも市が設置・運営すべき施設か？

妥
当
性
評
価
の
根
拠

　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない 　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない種別 

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

　■順調である　・　□順調でない 　■順調である　・　□順調でない

　・　□負担は求められない 　・　□負担は求められない

②受益者負担は適正か？ ②受益者負担は適正か？

③廃止した場合の市民生活への影響は？ ③廃止した場合の市民生活への影響は？

　■大きい　・　□それほどでない 　■大きい　・　□それほどでない

100.0 100.0 100.0100.0

　■適正である　・　□見直しの余地あり 　■適正である　・　□見直しの余地あり

　□ある　・　■ほとんどない 　□ある　・　■ほとんどない

③類似施設との統合の可能性はあるか？ ③類似施設との統合の可能性はあるか？

　■可能　・　□不可能 　■可能　・　□不可能

④管理運営コストの削減の余地はあるか？ ④管理運営コストの削減の余地はあるか？



人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

１月 ２月 ３月 合計

93.8100.0 100.0 100.0 100.0100.0 100.0 100.0

６月 ７月

入居率 100.0 100.0 100.0 100.0100.0 100.0

１１月

100.0 100.0 100.0入居率 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

２月７月 ８月 ９月 １０月 合計３月種別 ４月 ５月 ６月 １２月 １月

備　前　市　施　設　評　価　シ　ー　ト　（　一　般　）

基本目標 01
安全で快適に暮らせるまち
づくり

基本施策 01 生活しやすいまちづくり 施策 05 住宅供給の促進

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

事務事業 02 市営住宅管理事業

指定管理料

問合せ先
（担当課・係・職・氏名）

都市整備課　住宅政策係　係長　浅野隆之

項　　　　目

市営住宅　大西・田井山　団
地

根拠法令等 備前市営住宅条例

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

臨時職員

物件費

判定

540 514 人/千円
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

H25年度の状況及び管理運営の改善案

千円

平成22年度実績

452

588 438 35 千円

平成23年度実績 平成24年度実績 単位

財
源

補助金
等

9,717 千円

B
所在地 備前市伊部　地内 対象

市営住宅入居者、入居条件は
当市に在住又は勤務していて
住宅に困窮している低額所得
者

維持補修費

判定理由

修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

1,172

減価償却費 194

千円

885

194 194 千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 9,717 千円 合　計 1,234

その他（　　　　）

　管理戸数12戸
【内訳】
  簡易耐火平屋　8戸（S44年度）
　簡易耐火２階　4戸（S51年度）

備前市営住宅条例施行規則による

人件費
正規職員

施設名

使用料

建物建設費 19,434 千円

目的 743 千円

869 848 千円建設年月日 昭和45年3月

財
源

特定財
源

定住化を促進し、市民生活の
安定と市民福祉の増進に寄与
する。

耐用年数 45 年 その他

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

毎年経常的に必要な修繕費
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

修繕・大規模改修（今後5年間）

千円 　予測できない。

-105 千円

C

一般財源 349 303

指定管理者の利用料金収入等 千円 今後5年間に必要となる大規模改修費

円

人

利用者1人当たりコスト（一般財源） 2,424 2,104 -729

年間利用者数 144 144 144

受益者負担率 71.7% 74.1% 114.1% ％

根拠法令等 備前市営住宅条例

財
源

補助金
等

項　　　　目 平成22年度実績

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

施設名 市営住宅　麻宇那団地

H25年度の状況及び管理運営の改善案 判定

693 人/千円 修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

千円

判定理由

単位
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

727正規職員 609

平成23年度実績 平成24年度実績

491

指定管理料

千円
備前市麻宇那　地内 対象

市営住宅入居者、入居条件は
当市に在住又は勤務していて
住宅に困窮している低額所得
者

維持補修費

管理戸数16戸
【内訳】
  簡易耐火平屋　8戸（S45年度）
　簡易耐火平屋　4戸（S47年度）
　簡易耐火２階　4戸（S51年度）

備前市営住宅条例施行規則による

人件費

物件費

臨時職員

1,724 3,901 5,910

223 821

建物建設費 27,031 千円

目的

利用者1人当たりコスト（一般財源）

1,370
定住化を促進し、市民生活の
安定と市民福祉の増進に寄与
する。

その他（　　　　）

B

13,515 千円 減価償却費

所在地

270 270 270

千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 13,516 千円 合　計

千円

修繕・大規模改修（今後5年間）

建設年月日 昭和46年3月

財
源

特定財
源

使用料

1,220 1,784 千円
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

毎年経常的に必要な修繕費

耐用年数 45 年 その他

1,039 471 667 千円

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

千円

1,117 千円

受益者負担率

　予測できない。

指定管理者の利用料金収入等 千円

一般財源 331

年間利用者数 192 192 189 人

75.8% 38.6% 37.4% ％

C
今後5年間に必要となる大規模改修費

749

円

稼動実績 施設名： 市営住宅　大西・田井山　団地
妥
当
性
評
価
の
根
拠

①施設のニーズは薄れていないか？
稼動実績 施設名： 市営住宅　麻宇那団地

４月 ５月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

①施設のニーズは薄れていないか？

　□薄れている　・　■薄れいない 　□薄れている　・　■薄れいない

②そもそも市が設置・運営すべき施設か？ ②そもそも市が設置・運営すべき施設か？

妥
当
性
評
価
の
根
拠

　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない 　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない種別 

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

　■順調である　・　□順調でない 　■順調である　・　□順調でない

　・　□負担は求められない 　・　□負担は求められない

②受益者負担は適正か？ ②受益者負担は適正か？

③廃止した場合の市民生活への影響は？ ③廃止した場合の市民生活への影響は？

　■大きい　・　□それほどでない 　■大きい　・　□それほどでない

93.8 93.8 98.4100.0

　■適正である　・　□見直しの余地あり 　■適正である　・　□見直しの余地あり

　□ある　・　■ほとんどない 　□ある　・　■ほとんどない

③類似施設との統合の可能性はあるか？ ③類似施設との統合の可能性はあるか？

　■可能　・　□不可能 　■可能　・　□不可能

④管理運営コストの削減の余地はあるか？ ④管理運営コストの削減の余地はあるか？



人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

１月 ２月 ３月 合計

100.091.7 100.0 100.0 100.094.1 94.1 94.1

６月 ７月

入居率 100.0 91.7 91.7 91.794.1 94.1

１１月

94.1 94.1 94.1入居率 94.1 94.1 94.1 94.1 94.1

２月７月 ８月 ９月 １０月 合計３月種別 ４月 ５月 ６月 １２月 １月

備　前　市　施　設　評　価　シ　ー　ト　（　一　般　）

基本目標 01
安全で快適に暮らせるまち
づくり

基本施策 01 生活しやすいまちづくり 施策 05 住宅供給の促進

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

事務事業 02 市営住宅管理事業

指定管理料

問合せ先
（担当課・係・職・氏名）

都市整備課　住宅政策係　係長　浅野隆之

項　　　　目

市営住宅　福田　団地 根拠法令等 備前市営住宅条例

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

臨時職員

物件費

判定

1,516 1,444 人/千円
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

H25年度の状況及び管理運営の改善案

千円

平成22年度実績

1,270

813 1,761 2,344 千円

平成23年度実績 平成24年度実績 単位

財
源

補助金
等

45,668 千円

B
所在地 備前市福田　地内 対象

市営住宅入居者、入居条件は
当市に在住又は勤務していて
住宅に困窮している低額所得
者

維持補修費

判定理由

修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

4,190

減価償却費 913

千円

3,440

913 913 千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 45,668 千円 合　計 2,996

その他（　　　　）

　管理戸数34戸
【内訳】
　簡易耐火２階　10戸（S46年度）
  簡易耐火２階　14戸（S49年度）
　簡易耐火２階　10戸（S53年度）

備前市営住宅条例施行規則による

人件費
正規職員

施設名

使用料

建物建設費 91,336 千円

目的 4,701 千円

3,168 3,340 千円建設年月日 昭和50年3月

財
源

特定財
源

定住化を促進し、市民生活の
安定と市民福祉の増進に寄与
する。

耐用年数 45 年 その他

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

毎年経常的に必要な修繕費
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

修繕・大規模改修（今後5年間）

千円 　予測できない。

1,361 千円

C

一般財源 -444 1,022

指定管理者の利用料金収入等 千円 今後5年間に必要となる大規模改修費

円

人

利用者1人当たりコスト（一般財源） -1,159 2,755 3,544

年間利用者数 383 371 384

受益者負担率 114.8% 75.6% 71.0% ％

根拠法令等 備前市営住宅条例

財
源

補助金
等

項　　　　目 平成22年度実績

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

施設名 市営住宅　友延　団地

H25年度の状況及び管理運営の改善案 判定

514 人/千円 修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

千円

判定理由

単位
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

540正規職員 452

平成23年度実績 平成24年度実績

797

指定管理料

千円
備前市友延　地内 対象

市営住宅入居者、入居条件は
当市に在住又は勤務していて
住宅に困窮している低額所得
者

維持補修費

管理戸数12戸
【内訳】
簡易耐火平屋　　　8戸（S48年度）
簡易耐火平屋　　　4戸（S52年度）

備前市営住宅条例施行規則による

人件費

物件費

臨時職員

5,679 9,727 4,072

1,178 530

建物建設費 26,858 千円

目的

利用者1人当たりコスト（一般財源）

1,518
定住化を促進し、市民生活の
安定と市民福祉の増進に寄与
する。

その他（　　　　）

B

13,429 千円 減価償却費

所在地

269 269 269

千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 13,429 千円 合　計

千円

修繕・大規模改修（今後5年間）

建設年月日 昭和49年3月

財
源

特定財
源

使用料

1,987 1,313 千円
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

毎年経常的に必要な修繕費

耐用年数 45 年 その他

774 703 747 千円

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

千円

566 千円

受益者負担率

　予測できない。

指定管理者の利用料金収入等 千円

一般財源 744

年間利用者数 131 132 139 人

51.0% 35.4% 56.9% ％

C
今後5年間に必要となる大規模改修費

1,284

円

稼動実績 施設名： 市営住宅　福田　団地
妥
当
性
評
価
の
根
拠

①施設のニーズは薄れていないか？
稼動実績 施設名： 市営住宅　友延　団地

４月 ５月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

①施設のニーズは薄れていないか？

　□薄れている　・　■薄れいない 　□薄れている　・　■薄れいない

②そもそも市が設置・運営すべき施設か？ ②そもそも市が設置・運営すべき施設か？

妥
当
性
評
価
の
根
拠

　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない 　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない種別 

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

　■順調である　・　□順調でない 　■順調である　・　□順調でない

　・　□負担は求められない 　・　□負担は求められない

②受益者負担は適正か？ ②受益者負担は適正か？

③廃止した場合の市民生活への影響は？ ③廃止した場合の市民生活への影響は？

　■大きい　・　□それほどでない 　■大きい　・　□それほどでない

100.0 100.0 96.591.7

　■適正である　・　□見直しの余地あり 　■適正である　・　□見直しの余地あり

　□ある　・　■ほとんどない 　□ある　・　■ほとんどない

③類似施設との統合の可能性はあるか？ ③類似施設との統合の可能性はあるか？

　■可能　・　□不可能 　■可能　・　□不可能

④管理運営コストの削減の余地はあるか？ ④管理運営コストの削減の余地はあるか？



人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

１月 ２月 ３月 合計

100.0100.0 100.0 83.3 100.0100.0 100.0 100.0

６月 ７月

入居率 83.3 83.3 100.0 100.0100.0 100.0

１１月

100.0 100.0 100.0入居率 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

２月７月 ８月 ９月 １０月 合計３月種別 ４月 ５月 ６月 １２月 １月

備　前　市　施　設　評　価　シ　ー　ト　（　一　般　）

基本目標 01
安全で快適に暮らせるまち
づくり

基本施策 01 生活しやすいまちづくり 施策 05 住宅供給の促進

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

事務事業 02 市営住宅管理事業

指定管理料

問合せ先
（担当課・係・職・氏名）

都市整備課　住宅政策係　係長　浅野隆之

項　　　　目

市営住宅　香登西・香登西
(東)　団地

根拠法令等 備前市営住宅条例

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

臨時職員

物件費

判定

540 514 人/千円
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

H25年度の状況及び管理運営の改善案

千円

平成22年度実績

452

439 660 558 千円

平成23年度実績 平成24年度実績 単位

財
源

補助金
等

19,730 千円

B
所在地 備前市香登西　地内 対象

市営住宅入居者、入居条件は
当市に在住又は勤務していて
住宅に困窮している低額所得
者

維持補修費

判定理由

修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

1,595

減価償却費 395

千円

900

395 395 千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 19,731 千円 合　計 1,286

その他（　　　　）

　管理戸数12戸
【内訳】
香登西団地
　簡易耐火平屋　8戸（S49年度）
香登西(東)団地
　簡易耐火２階　4戸（S53年度）

備前市営住宅条例施行規則による

人件費
正規職員

施設名

使用料

建物建設費 39,461 千円

目的 1,467 千円

872 826 千円建設年月日 昭和50年3月

財
源

特定財
源

定住化を促進し、市民生活の
安定と市民福祉の増進に寄与
する。

耐用年数 45 年 その他

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

毎年経常的に必要な修繕費
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

修繕・大規模改修（今後5年間）

千円 　予測できない。

641 千円

C

一般財源 386 723

指定管理者の利用料金収入等 千円 今後5年間に必要となる大規模改修費

円

人

利用者1人当たりコスト（一般財源） 2,681 5,021 4,451

年間利用者数 144 144 144

受益者負担率 70.0% 54.7% 56.3% ％

根拠法令等 備前市営住宅条例

財
源

補助金
等

項　　　　目 平成22年度実績

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

施設名 市営住宅　野谷団地

H25年度の状況及び管理運営の改善案 判定

257 人/千円 修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

千円

判定理由

単位
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

270正規職員 226

平成23年度実績 平成24年度実績

150

指定管理料

千円
備前市野谷　地内 対象

市営住宅入居者、入居条件は
当市に在住又は勤務していて
住宅に困窮している低額所得
者

維持補修費

管理戸数6戸
【内訳】
簡易耐火２階　　　6戸（S46年度）

備前市営住宅条例施行規則による

人件費

物件費

臨時職員

-7,000 -746 8,000

171 1,025

建物建設費 23,382 千円

目的

利用者1人当たりコスト（一般財源）

610
定住化を促進し、市民生活の
安定と市民福祉の増進に寄与
する。

その他（　　　　）

B

11,691 千円 減価償却費

所在地

234 234 234

千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 11,691 千円 合　計

千円

修繕・大規模改修（今後5年間）

建設年月日 昭和53年3月

財
源

特定財
源

使用料

675 1,516 千円
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

毎年経常的に必要な修繕費

耐用年数 45 年 その他

1,079 725 964 千円

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

千円

552 千円

受益者負担率

　予測できない。

指定管理者の利用料金収入等 千円

一般財源 -469

年間利用者数 67 67 69 人

176.9% 107.4% 63.6% ％

C
今後5年間に必要となる大規模改修費

-50

円

稼動実績 施設名： 市営住宅　香登西・香登西(東)　団地
妥
当
性
評
価
の
根
拠

①施設のニーズは薄れていないか？
稼動実績 施設名： 市営住宅　野谷団地

４月 ５月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

①施設のニーズは薄れていないか？

　□薄れている　・　■薄れいない 　□薄れている　・　■薄れいない

②そもそも市が設置・運営すべき施設か？ ②そもそも市が設置・運営すべき施設か？

妥
当
性
評
価
の
根
拠

　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない 　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない種別 

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

　■順調である　・　□順調でない 　■順調である　・　□順調でない

　・　□負担は求められない 　・　□負担は求められない

②受益者負担は適正か？ ②受益者負担は適正か？

③廃止した場合の市民生活への影響は？ ③廃止した場合の市民生活への影響は？

　■大きい　・　□それほどでない 　■大きい　・　□それほどでない

100.0 100.0 95.8100.0

　■適正である　・　□見直しの余地あり 　■適正である　・　□見直しの余地あり

　□ある　・　■ほとんどない 　□ある　・　■ほとんどない

③類似施設との統合の可能性はあるか？ ③類似施設との統合の可能性はあるか？

　■可能　・　□不可能 　■可能　・　□不可能

④管理運営コストの削減の余地はあるか？ ④管理運営コストの削減の余地はあるか？



人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

１月 ２月 ３月 合計

100.0100.0 100.0 100.0 100.096.8 98.4 98.8

６月 ７月

入居率 100.0 100.0 100.0 100.098.4 98.4

１１月

98.4 98.4 98.4入居率 100.0 100.0 100.0 98.4 98.4

２月７月 ８月 ９月 １０月 合計３月種別 ４月 ５月 ６月 １２月 １月

備　前　市　施　設　評　価　シ　ー　ト　（　一　般　）

基本目標 01
安全で快適に暮らせるまち
づくり

基本施策 01 生活しやすいまちづくり 施策 05 住宅供給の促進

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

事務事業 02 市営住宅管理事業

指定管理料

問合せ先
（担当課・係・職・氏名）

都市整備課　住宅政策係　係長　浅野隆之

項　　　　目

市営住宅　スワ　団地 根拠法令等 備前市営住宅条例

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

臨時職員

物件費

判定

2,783 2,651 人/千円
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

H25年度の状況及び管理運営の改善案

千円

平成22年度実績

2,332

3,598 5,754 5,857 千円

平成23年度実績 平成24年度実績 単位

財
源

補助金
等

434,270 千円

B
所在地 備前市日生町寒河　地内 対象

市営住宅入居者、入居条件は
当市に在住又は勤務していて
住宅に困窮している低額所得
者

維持補修費

判定理由

修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

14,120

減価償却費 5,583

千円

15,729

5,583 5,583 千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 434,270 千円 合　計 11,513

その他（　　　　）

　管理戸数62戸
【内訳】
  高層耐火構造８階建　30戸（H13年
度）
　中層耐火構造５階建　32戸（H15年
度）

備前市営住宅条例施行規則による

人件費
正規職員

施設名

使用料

建物建設費 868,540 千円

目的 14,091 千円

18,551 15,042 千円建設年月日 平成13年8月

財
源

特定財
源

定住化を促進し、市民生活の
安定と市民福祉の増進に寄与
する。

耐用年数 70 年 その他

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

毎年経常的に必要な修繕費
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

修繕・大規模改修（今後5年間）

千円 　予測できない。

-951 千円

C

一般財源 -4,216 -4,431

指定管理者の利用料金収入等 千円 今後5年間に必要となる大規模改修費

円

人 屋根防水及び外壁塗装により長寿命化(一号棟)

利用者1人当たりコスト（一般財源） -5,760 -6,070 -1,315

年間利用者数 732 730 723

受益者負担率 136.6% 131.4% 106.7% ％

根拠法令等 備前市営住宅条例

財
源

補助金
等

項　　　　目 平成22年度実績

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

施設名 市営住宅　三股　団地

H25年度の状況及び管理運営の改善案 判定

1,444 人/千円 修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

千円

判定理由

単位
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

1,516正規職員 1,270

平成23年度実績 平成24年度実績

2,825

指定管理料

千円
備前市吉永町三股　地内 対象

市営住宅入居者、入居条件は
当市に在住又は勤務していて
住宅に困窮している低額所得
者

維持補修費

管理戸数62戸 内18戸政策空家
【内訳】
簡易耐火平屋　　　14戸（S41年度）
簡易耐火平屋　　　16戸（S42年度）
簡易耐火平屋　　　 9戸（S43年度）
簡易耐火平屋　　　13戸（S44年度）
簡易耐火２階　　　10戸（S45年度）

備前市営住宅条例施行規則による

人件費

物件費

臨時職員

6,046 4,444 2,525

1,682 1,082

建物建設費 41,585 千円

目的

利用者1人当たりコスト（一般財源）

4,511
定住化を促進し、市民生活の
安定と市民福祉の増進に寄与
する。

その他（　　　　）

B

20,792 千円 減価償却費

所在地

416 416 416

千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 20,793 千円 合　計

千円

修繕・大規模改修（今後5年間）

建設年月日 昭和42年3月

財
源

特定財
源

使用料

3,614 2,942 千円
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

毎年経常的に必要な修繕費

耐用年数 45 年 その他

1,990 1,832 1,821 千円

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

千円

1,121 千円

受益者負担率

　予測できない。

指定管理者の利用料金収入等 千円

一般財源 2,521

年間利用者数 417 401 444 人

44.1% 50.7% 61.9% ％

C
今後5年間に必要となる大規模改修費

1,782

円

稼動実績 施設名： 市営住宅　日生町スワ　団地
妥
当
性
評
価
の
根
拠

①施設のニーズは薄れていないか？
稼動実績 施設名： 市営住宅　三股　団地

４月 ５月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

①施設のニーズは薄れていないか？

　□薄れている　・　■薄れいない 　□薄れている　・　■薄れいない

②そもそも市が設置・運営すべき施設か？ ②そもそも市が設置・運営すべき施設か？

妥
当
性
評
価
の
根
拠

　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない 　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない種別 

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

　■順調である　・　□順調でない 　■順調である　・　□順調でない

　・　□負担は求められない 　・　□負担は求められない

②受益者負担は適正か？ ②受益者負担は適正か？

③廃止した場合の市民生活への影響は？ ③廃止した場合の市民生活への影響は？

　■大きい　・　□それほどでない 　■大きい　・　□それほどでない

100.0 100.0 100.0100.0

　■適正である　・　□見直しの余地あり 　■適正である　・　□見直しの余地あり

　□ある　・　■ほとんどない 　□ある　・　■ほとんどない

③類似施設との統合の可能性はあるか？ ③類似施設との統合の可能性はあるか？

　■可能　・　□不可能 　■可能　・　□不可能

④管理運営コストの削減の余地はあるか？ ④管理運営コストの削減の余地はあるか？



人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

１月 ２月 ３月 合計

100.0 100.0 100.0

６月 ７月

入居率100.0 100.0

１１月

100.0 100.0 100.0入居率 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

２月７月 ８月 ９月 １０月 合計３月種別 ４月 ５月 ６月 １２月 １月

備　前　市　施　設　評　価　シ　ー　ト　（　一　般　）

基本目標 01
安全で快適に暮らせるまち
づくり

基本施策 01 生活しやすいまちづくり 施策 05 住宅供給の促進

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

事務事業 02 市営住宅管理事業

指定管理料

問合せ先
（担当課・係・職・氏名）

都市整備課　住宅政策係　係長　浅野隆之

項　　　　目

市営住宅　神根本　団地 根拠法令等 備前市営住宅条例

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

臨時職員

物件費

判定

228 218 人/千円
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

H25年度の状況及び管理運営の改善案

千円

平成22年度実績

191

793 174 2,351 千円

平成23年度実績 平成24年度実績 単位

財
源

補助金
等

7,462 千円

B
所在地 備前市　吉永町神根本　地内 対象

市営住宅入居者、入居条件は
当市に在住又は勤務していて
住宅に困窮している低額所得
者

維持補修費

判定理由

修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

551

減価償却費 149

千円

284

149 149 千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 7,463 千円 合　計 1,133

その他（　　　　）

　管理戸数5戸
【内訳】
簡易耐火平屋　5戸（S51年度）

備前市営住宅条例施行規則による

人件費
正規職員

施設名

使用料

建物建設費 14,925 千円

目的 2,718 千円

358 308 千円建設年月日 昭和52年3月

財
源

特定財
源

定住化を促進し、市民生活の
安定と市民福祉の増進に寄与
する。

耐用年数 45 年 その他

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

毎年経常的に必要な修繕費
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

修繕・大規模改修（今後5年間）

1,065 千円 　予測できない。

1,345 千円

C

一般財源 849 193

指定管理者の利用料金収入等 千円 今後5年間に必要となる大規模改修費

円

人

利用者1人当たりコスト（一般財源） 17,327 3,217 22,417

年間利用者数 49 60 60

受益者負担率 25.1% 65.0% 11.3% ％

根拠法令等

財
源

補助金
等

項　　　　目 平成22年度実績

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

施設名

H25年度の状況及び管理運営の改善案 判定

人/千円
□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
□現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

千円

判定理由

単位
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

正規職員

平成23年度実績 平成24年度実績

指定管理料

千円
対象

維持補修費

人件費

物件費

臨時職員

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

建物建設費 0 千円

目的

利用者1人当たりコスト（一般財源）

#DIV/0!

その他（　　　　）

0 千円 減価償却費

所在地

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

千円

一般財源等 0 千円 合　計

千円

修繕・大規模改修（今後5年間）

建設年月日

財
源

特定財
源

使用料

#DIV/0! #DIV/0! 千円
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

毎年経常的に必要な修繕費

耐用年数 年 その他

千円

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
□すべて直営

類似施設の
状況

□あり
　施設名（　　　　　　　）
□なし

千円

#DIV/0! 千円

受益者負担率

指定管理者の利用料金収入等 千円

一般財源 #DIV/0!

年間利用者数 人

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! ％

今後5年間に必要となる大規模改修費

#DIV/0!

円

稼動実績 施設名： 市営住宅　神根本　団地
妥
当
性
評
価
の
根
拠

①施設のニーズは薄れていないか？
稼動実績 施設名：

４月 ５月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

①施設のニーズは薄れていないか？

　□薄れている　・　■薄れいない 　□薄れている　・　□薄れいない

②そもそも市が設置・運営すべき施設か？ ②そもそも市が設置・運営すべき施設か？

妥
当
性
評
価
の
根
拠

　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない 　□設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない種別 

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

　■順調である　・　□順調でない 　□順調である　・　□順調でない

　・　□負担は求められない 　・　□負担は求められない

②受益者負担は適正か？ ②受益者負担は適正か？

③廃止した場合の市民生活への影響は？ ③廃止した場合の市民生活への影響は？

　■大きい　・　□それほどでない 　□大きい　・　□それほどでない

　■適正である　・　□見直しの余地あり 　□適正である　・　□見直しの余地あり

　□ある　・　■ほとんどない 　□ある　・　□ほとんどない

③類似施設との統合の可能性はあるか？ ③類似施設との統合の可能性はあるか？

　■可能　・　□不可能 　□可能　・　□不可能

④管理運営コストの削減の余地はあるか？ ④管理運営コストの削減の余地はあるか？



人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

１月 ２月 ３月 合計

81.387.5 81.3 81.3 81.372.2 72.2 76.9

６月 ７月

入居率 81.3 81.3 81.3 81.377.8 77.8

１１月

72.2 72.2 72.2入居率 83.3 83.3 83.3 77.8 77.8

２月７月 ８月 ９月 １０月 合計３月種別 ４月 ５月 ６月 １２月 １月

備　前　市　施　設　評　価　シ　ー　ト　（　一　般　）

基本目標 01
安全で快適に暮らせるまち
づくり

基本施策 01 生活しやすいまちづくり 施策 05 住宅供給の促進

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

事務事業 02 市営住宅管理事業

指定管理料

問合せ先
（担当課・係・職・氏名）

都市整備課　住宅政策係　係長　浅野隆之

項　　　　目

特定公共賃貸住宅　スワ団地 根拠法令等 備前市特定公共賃貸住宅条例

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

臨時職員

物件費

判定

810 772 人/千円
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

H25年度の状況及び管理運営の改善案

千円

平成22年度実績

679

1,256 1,548 1,548 千円

平成23年度実績 平成24年度実績 単位

財
源

補助金
等

84,212 千円

B
所在地 備前市日生町寒河　地内 対象

中堅所得者等が対象(市外在住
者でも可)

維持補修費

判定理由

修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

4,523

減価償却費 2,165

千円

9,930

2,165 2,165 千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 168,424 千円 合　計 4,100

その他（　　　　）

　管理戸数18戸
【内訳】
高層耐火構造８階建　10戸（H13年
度）
中層耐火構造５階建　8戸（H15年
度）

備前市特定公共賃貸住宅条例施行規
則による。

人件費
正規職員

施設名

使用料

建物建設費 252,636 千円

目的 4,485 千円

7,615 8,237 千円建設年月日 平成13年8月

財
源

特定財
源

中堅所得者等への賃貸住宅の
供給を促進するため

耐用年数 70 年 その他

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

毎年経常的に必要な修繕費
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

修繕・大規模改修（今後5年間）

千円 　予測できない。

-3,752 千円

C

一般財源 -5,830 -3,092

指定管理者の利用料金収入等 千円 今後5年間に必要となる大規模改修費

円

人 屋根防水及び外壁塗装により長寿命化(一号棟)

利用者1人当たりコスト（一般財源） -35,120 -18,627 -22,602

年間利用者数 166 166 166

受益者負担率 242.2% 168.4% 183.7% ％

根拠法令等 備前市特定公共賃貸住宅条例

財
源

補助金
等

項　　　　目 平成22年度実績

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

基本情報 施設の目的等 施設内容・規模・料金体系等

経
　
　
　
費

施設名
特定公共賃貸住宅　吉永中団
地

H25年度の状況及び管理運営の改善案 判定

693 人/千円 修繕に対しては、これまでどおり、迅速な
対応を心がける。滞納家賃の改修に努め
る。新規滞納者を早期に発見し、分納相談
等を積極的に行う。

□廃止・閉鎖が可能
□類似施設との統合が可能
□民間又は地域等への譲渡が可能
□指定管理者制度の導入が可能
□事務等一部委託が可能
■現在の管理運営体制が望ましい

人/千円

千円

千円

判定理由

単位
妥当性評価

※評価の根拠
は下記にあり

727正規職員 609

平成23年度実績 平成24年度実績

1,013

指定管理料

千円
備前市吉永町吉永中　地内 対象

中堅所得者等が対象(市外在住
者でも可)

維持補修費

　管理戸数16戸
【内訳】
中層耐火構造３階建　16戸（H9年
度）

備前市特定公共賃貸住宅条例施行規
則による。

人件費

物件費

臨時職員

-27,945 -15,589 -12,456

1,202 1,494

建物建設費 165,325 千円

目的

利用者1人当たりコスト（一般財源）

3,039
中堅所得者等への賃貸住宅の
供給を促進するため

その他（　　　　）

B

55,108 千円 減価償却費

所在地

1,417 1,417 1,417

千円

老朽化が進んでいる団地がほとんどで
あり、当市の規模(戸数)では指定管理
者制度等の導入メリットが出にくいと
判断されるため。

一般財源等 110,217 千円 合　計

千円

修繕・大規模改修（今後5年間）

建設年月日 平成9年3月

財
源

特定財
源

使用料

3,346 3,604 千円
効率性評価

※評価の根拠
は下記にあり

毎年経常的に必要な修繕費

耐用年数 70 年 その他

7,622 5,965 5,572 千円

管理運営
方法

□指定管理者制度
□一部委託
　委託内容（　　　　　　）
■すべて直営

類似施設の
状況

■あり
　施設名（民間賃貸住宅、他
市町村営公営住宅　）
□なし

千円

-1,968 千円

受益者負担率

　予測できない。

指定管理者の利用料金収入等 千円

一般財源 -4,583

年間利用者数 164 168 158 人

250.8% 178.3% 154.6% ％

C
今後5年間に必要となる大規模改修費

-2,619

円

稼動実績 施設名： 特定公共賃貸住宅　スワ団地
妥
当
性
評
価
の
根
拠

①施設のニーズは薄れていないか？
稼動実績 施設名： 特定公共賃貸住宅　吉永中団地

４月 ５月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

①施設のニーズは薄れていないか？

　□薄れている　・　■薄れいない 　□薄れている　・　■薄れいない

②そもそも市が設置・運営すべき施設か？ ②そもそも市が設置・運営すべき施設か？

妥
当
性
評
価
の
根
拠

　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない 　■設置すべき　・　□必ずしも設置の必要はない種別 

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

効
率
性
評
価
の
根
拠

①利用状況は順調か？

　■順調である　・　□順調でない 　■順調である　・　□順調でない

　・　□負担は求められない 　・　□負担は求められない

②受益者負担は適正か？ ②受益者負担は適正か？

③廃止した場合の市民生活への影響は？ ③廃止した場合の市民生活への影響は？

　■大きい　・　□それほどでない 　■大きい　・　□それほどでない

81.3 87.5 82.381.3

　■適正である　・　□見直しの余地あり 　■適正である　・　□見直しの余地あり

　□ある　・　■ほとんどない 　□ある　・　■ほとんどない

③類似施設との統合の可能性はあるか？ ③類似施設との統合の可能性はあるか？

　■可能　・　□不可能 　■可能　・　□不可能

④管理運営コストの削減の余地はあるか？ ④管理運営コストの削減の余地はあるか？


